





















































































































































































































2012 年 3 月には，もう 1 つ中国の動きを理解する重要な情報が発信され





加わり，現在 5 カ国となっている。BRICs という言葉は 2003 年 10 月ゴール
ドマン・サックス社の論文「BRICs とともに見る夢 2050 年への道（Dreaming  
with BRICs: The Path to 2050）」の発表後に注目され始めたと言われている。 
































議「国連人間環境会議」は，1972 年 6 月にスウェーデンの首都ストックホ








































































1982 年 5 月，中央政府は「機構改革（行政改革）」を実施，城郷建設環境
保護部を設置し，組織内において「環境保護局」を設け，同時に「環境保護
領導小組」を廃止し，環境保護領導小組の事業を環境保護局に移行させた。










































きい。例えば 1998 年 10 月の NGO 研究センター（現在の NGO 研究所）の
発足に始まり，ちょうど 4 年後には環境影響評価法が制定され，民間による
環境保護が推進された。さらに 2011 年，中国の環境保護部（MEP）が「環



















いて NGO が登場し，活動領域が拡大した。 
1990 年代以降，中国国内外で環境問題が注目されるようになった。国内
では 1993 年に政府は初めて環境保護の目標を市民参加と主張した。以後，














中国では 1990 年代中頃～2000 年初頭にかけ，環境 NGO は増加し，部門
も多様化，地域との連携も進展した。その後，環境 NGO の勢力拡大，地域
における活動の展開，NGO 間の連帯，国際的結束が強化されている。例え
























いが（中国環境問題研究会 2011），2005 年のデータによると中国の環境 NGO
は 2768 団体に及ぶ（中国環境 NGO 戦線：3）。人数にして 22.4 万人が NGO
の活動に従事している（そのうち 6.9 万人が専任職員，15.5 万人兼任職員）。
全体的に若年層かつ高学歴者で構成されている。さらに環境 NGO は 4 つの
タイプに分類され，政府系が全体の 50％，民間(3) 系 7.3％，学術（教育機関）・
社会（社会団体）系が 40％，国際系（国際的環境 NGO の支部）が 2.5％で
ある。活動拠点は北京，上海，重慶などの都市部や雲南省，四川省，湖南省
など資源の豊富な地域が多い。1994 年の中国史上初の環境 NGO の誕生から
15 年余りで，中国全土で 3500 以上の環境 NGO が設立されたと言われ，今
後も環境 NGO の増加が見込まれる（読売新聞中国環境問題取材班 2007）。 
これら中国の環境 NGO の特徴に関しては，他のアジア諸国及び西洋とは
異なる。まず，アジア特に日本の環境 NGO の相違点に着目しつつ，以下 4
つの特徴を挙げ，欧米の環境 NGO について説明を加えたい。 
第 1 に，中国の環境 NGO の設立目的は環境保護，例えば野生動物保護，
国立公園や保護区域の設置などが中心である。一方で日本は環境汚染の解決
目的である場合が多い。 





























第 17 回締約国会議において，中国の環境 NGO が政治的要素を色濃く持つ
ということに諸外国は驚嘆したのである。 
中国の環境 NGO は 1990 年代に入ってようやく現われた市民（中国語で




















































資料 8-1 “三江源”移民 
面積：30.25 万㎢，人口：55.6 万人（チベット族が 9 割） 
貧困地域：16 県のうち 7 県が「貧困救済重点県」 
2003 年より遊牧民は地方の町に移住させられた。 
計画：総投資金額 6.31 億人民元，計画移民 16129 世帯＝
89358 人，移住先：青海省の十数地域（市と町）で 2009
年にほぼ実現した。 
補助金：一世帯当たり 6000 元（8 万円），燃料費 1000
元（補助は 10 年間継続され，その後故郷に戻ることも
可能。） 











本語などで多くの研究成果を公表した 2 人の研究者の定義を引用する。 
「生態移民」とは， 
①「生態環境の悪化，あるいは生態環境の回復を目的とした移動，移住」
（包ほか 2011: 10） 
②「貧困現象の解消，地域経済の成長及び生態環境の保護を目的に，生態
環境が悪化する地域，あるいは生態環境（保護）指定地域から人々や経済活



























資料 8-2 ダム建設による移民 
1950-1957：ダム建設数 90［大型・中型］ 
⇒移民 70 万人 
1958-1978：ダム建設数 2300⇒移民 1100 万人 















































図 8-2 中国の代表的な牧畜地域（草原） 









































の 60 年間に開墾された土地面積は中国全土で 2000 万 ha，内モンゴルは 500
万 ha と最も広く，次に新疆ウイグル自治区の 400 万 ha である。前述したよ
うに，乾燥し，生態的に貧弱な草原に，開発，薬草の採集，過放牧など人為




















シ リ ン ゴ ル 盟 で は
2007 年以降，本格的に開始された（資料 8-3 を参照）。資料 8-3 はシリンホ
ト市周辺の放牧禁止令であるが，シリンゴル盟の全域に禁止令は発布されて
いる。 











図 8-3 内モンゴル自治区（調査地） 
表 8-1 シリンゴル盟における生態移民村の現状と課題 




















7 月 150 98 
39 世帯＝乳の販売，政府
の補助金 
貧困化 通学難（注 2） 就職難 地
域の人々の間の放牧地を巡るトラブ




9 月 100 37 
羊，牛などの家畜，政府
の補助金 貧困化 通学難 若者の就職難  
出所：筆者の現地調査（2007 年 8 月）で得たデータに基づき作成した。 
注 1：政府補助金は基本的に 1 人あたり月額 60 元である。 
注 2：政府が B 村周辺地域の学校を廃止したため，B 村の子供たちはシリンホト市内の学校に通学しな


























































































ため，所有していた 200 頭の羊・ヤギ，20 頭の牛，10 頭の馬のうち 150 頭
の羊・ヤギ，牛全頭，馬 7 頭を売った。住宅及び家畜小屋は購入できたが，
「乳牛」購入に関しては，経済的余裕はなかった。そこで，銀行から 4 万元






























































































































































(1) 2011 年発表，環境 NGO の秩序ある発展のためのガイドラインについて
は，EIC ネットを参考にした。（http://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial
=24648&oversea=1） 




















にもかかわらず，当時はこの 2 社もメラミン混入が疑われた。 
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⑦は，環境 NGO を含めた中国の民間組織を対象としており，環境 NGO
の問題を考える上で参考になる。特に王氏は清華大学の NGO 研究所所
長を務めており，民間組織及び公共政策研究などで注目されている。ま
た，彼は日本留学経験を持つ研究者でもある。 
